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実
行
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金
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自
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事
務

法
定
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託
事
務

 国庫
その他
特定
財源

 一般 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

森林整備地域活動支援交付金 ○ ○ 平成14年度 9 3 ○ 636,698 0 582,642 54,056 ○ ○ ○ 0

森林計画事業 ○ 昭和26年度 60 1 ○ 15,678 6,104 2 9,572 ○ ○ ○ ○ 0

保安林整備管理事業 ○ 昭和29年度 57 3 ○ ○ 11,206 6,144 2 5,060 ○ ○ ○ 0

森林保全管理推進事業 ○ 昭和29年度 57 2 ○ 1,338 534 0 804 ○ ○ ○ ○ 0

県有林推進事業 ○ 昭和60年度 26 1 ○ 23,779 0 0 23,779 ○ ○ ○ ○ 0

林業公社分収林整備事業 ○ ○ 昭和41年度 45 2 ○ 1,634,787 0 606,954 1,027,833 ○ ○ ○ ○ ○ 0

林業労働安全衛生定着促進事業 ○ ○ 昭和51年度 35 3 ○ 1,062 373 0 689 ○ ○ ○ ○ ○ 0

森林整備担い手育成確保総合対策事業 ○ 平成8年度 15 4 ○ 34,020 3,043 0 30,977 ○ ○ ○ ○ 0

林業資金利子補給 ○ 昭和47年度 39 1 ○ 6,978 0 0 6,978 ○ ○ ○ 0

森林組合検査指導事業 ○ 昭和46年度 40 2 ○ 360 0 0 360 ○ ○ 0

森林組合等経営基盤強化対策事業 ○ ○ 平成14年度 9 4 ○ 1,329 0 0 1,329 ○ ○ ○ 0

山の自然を楽しむ休憩所整備事業 元気な産業 ○ 平成19年度 4 1 ○ 12,200 0 5,000 7,200 ○ ○ ○ ○ ○ △ 12,200

山地災害防止のための公的間伐事業 元気な産業 ○ 平成19年度 4 1 ○ 60,000 0 0 60,000 ○ ○ ○ 0

17 8 7 2 28 13 1 2,439,435 16,198 1,194,600 1,228,637 2 4 3 4 2 1 1 2 5 6 0 1 1 2 1 0 1 11 0 0 0 1 0 0 0 △ 12,200

事            業           名
事業
開始
年度

経過
年数

事業区分 事務区分 成果指標2結果分類  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

福井新元気宣言
における位置付け

活動指標1結果分類 活動指標2結果分類

平成
22年度
予算額

 財源内訳同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

一般会計

平成22年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）森づくり課

会計区分

課・室名

成果指標1結果分類



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

3 ■ ■ ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 9 年 □

18年度 19年度 20年度 21年度

546,389 319,336 319,733 312,968

510,866 277,500 261,407 804,456

510,904 277,500 261,407 804,456

40,412 42,531 43,732 44,405

4,856 5,208 5,202 5,212

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

□

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

評価に基

づく今後

の 対 応

635,269

活動

計 画 の 達 成 状 況

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

□

0

森林施業（間伐）面積（ha）成果

財源内訳

縮　　減

所属の

方　針

582,642

54,056

区　　　　　　分

□

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

整理統合 廃　　止
地域活動を促進するため、今後とも交付金事業を推進し、より一層適正な森林施業の促進を図ってい
く。また、搬出間伐を一体的に行うための集約化や、平成２４年度から始まる森林経営計画（仮称）
の作成に必要な諸活動を支援するとともに、境界の明確化も進めていく。

□□

見　直　し　額

休　　止

そ の 他

特　記　事　項

目標値、指標の積算根拠等

□拡　　充

■ 継　　続 完　　了□

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

地元への説明会等を通じ、計画に対して高い水準（福井県８５％、全国平均６３％）で地域活動が実
施されており、適正な森林施業につながっている。

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

平均伸び率

補 助 金

国　庫森林整備地域活動支援交付金

１　森林整備地域活動支援推進交付金（県、市町）
　　　森林整備地域活動支援交付金の交付を適正かつ円滑に行う。
２　森林整備地域活動支援基金積立金（県）
　　　森林整備地域活動支援交付金を基金に積み立てる。
３　森林整備地域活動支援交付金（市町）
　　　市町と協定を締結し、森林施業の実施に必要不可欠な地域活動（現況調査、作業道補修、境界確認等）を行った森林施業計画作成者に対し、交付金を交付する。

[予算額および指標の推移等]

　適切な森林整備の推進を通じて森林の多面的機能の発揮を図る観点から、森林所有者による計画的かつ一体的な森林施業が適時適切に行われるよう、その実施に必要不可欠な地域活動を確保するための支
援措置を講じる。

事務区分

含まれる事業数

事業開始後の見直し状況

2.4％5,205

その他

〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標

Ⅱ

指標

□ 終期の見直し
［活動指標、成果指標に対する評価］

平成22年度予算額

636,698 23年度～（対象）
　　　計画策定調査：8,000円/ha、森林作業道の点検・修繕：5,000円/ha
　　　施業集約化の促進　搬出間伐実施箇所　境界明確：32,000円/ha
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　境界不明瞭：48,000円/ha
　　　　　　　　　　　　　　　除伐箇所　　　　　　　境界明確：16,000円/ha
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　境界不明瞭：32,000円/ha

千　円

事業効果

の推移

結果分類

22年度

75,444

指標

Ⅱ3.2％

そ の 他

636,698

（単位：千円）

県　単
事　業
開　始
年　度

法定受託事務

地域活動協定締結森林面積（ha）

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移 15.0％

52.1％

52.1％決 算 額 の 推 移 634,267

特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

事      業      名 実行予算 平成14年度

一般会計

部（庁）

[事業目的]

森林計画森づくり農林水産部

事業終了
予定年度

経過年数 平成23年度

－1－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 ■ ■ ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 60 年 □

18年度 19年度 20年度 21年度

21,279 15,483 16,202 20,768

20,576 15,053 15,553 20,495

20,576 15,053 15,391 20,495

273,173 273,123 273,114 273,120

35,502 73,379 57,862 26,323

13 27 21 10

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

15,678

6,104

区　　　　　　分

活動

見　直　し　額

□

調査率（%）成果

地域森林計画編成対象面積（ha）

一　般　財　源

縮　　減

休　　止

廃　　止

森林計画事業 含まれる事業数

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

の推移

調査面積（ha)

財源内訳

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

△ 4.7%

△ 3.8%

△ 3.7%

平均伸び率

15,678

15,681

□拡　　充

継　　続

□

調査達成率＝調査実施面積／調査計画面積

事業開始後の見直し状況

事　業
開　始
年　度

結果分類

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

森林計画

昭和26年度

目標値、指標の積算根拠等

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

農林水産部 森づくり

その他

一般会計

完　　了□所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

2

9,572

評価に基

づく今後

の 対 応

■

29

58.8%

計 画 の 達 成 状 況

指標

55.8%

事業効果

□ 終期の見直し

そ の 他

千　円

（単位：千円）

特　記　事　項

□

□

県　単

整理統合

森林の持つ機能別森林施業について、長期的・総合的な計画が策定され、森林施業の規範となってい
る。

森林の有する公益的機能を持続的に発揮させるべく、今後とも一層充実した総合的な計画の策定を図
る。

国　　　　　庫

その他特定財源

□

〕　　　＝　　　〔

273,124

80,068

Ⅲ

Ⅰ

 〕　／　整備目標

Ⅰ

15,676

△ 0.0%

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

国　庫

特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

　森林の持つ多面的機能を十分に発揮させ、国土保全、木材生産の増大等を図るため、必要な森林施業についての長期的・総合的な計画を策定する。

　森林計画事業
　　　森林測量、森林計画照査、モニタリング調査、電算処理等

[予算額および指標の推移等]

22年度

－3－
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

3 ■ ■ ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 57 年 ■

18年度 19年度 20年度 21年度

14,630 15,887 14,716 15,425

15,134 16,691 15,297 14,762

15,134 15,134 15,062 14,630

140,345 140,524 141,033 141,856

33,785 34,348 34,824 35,260

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

　保安林が持つ公益的機能の保全を図るため、保安林の適正かつ円滑な整備管理を行う。

１　保安林整備管理事業
　　　保安林の指定解除・調査等（４～１１号保安林（知事権限））
２　保安林整備管理受託事業
　　　保安林の指定・解除・調査（１～３号保安林（大臣権限））
３　保安林損失補償金
　　　保安林に指定されることで財産権の制限を受ける森林所有者への損失補償を行う。

[予算額および指標の推移等]

保安林整備管理事業 含まれる事業数 国　庫 実行予算

補 助 金

〕　　　＝　　　〔

141,910

Ⅱ

千　円

□

□

休　　止

整理統合

見　直　し　額

□

そ の 他廃　　止

公益的機能の持続的な発揮に必要な森林を保安林に指定し、関連事業との連携により保安林整備を進
めることで、公益的機能の保全が図られている。

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］
終期の見直し

□

35,525

完　　了

□

□

拡　　充

 〕　／　整備目標

1.3%

□

森林管理

縮　　減

その他 そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

指標

計 画 の 達 成 状 況

評価に基

づく今後

の 対 応

財源内訳

[事業の評価]

区　　　　　　分

森林の公益的機能を保全するため、今後とも保安林の指定、整備を進めていく。
併せて、効率的かつ効果的な整備を行うため、保安林指定施業要件の変更業務を進めていく。

国　　　　　庫

その他特定財源

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

昭和29年度

部（庁）

事      業      名

法定受託事務

（単位：千円）

事　業
開　始
年　度

△ 5.3%

△ 11.4%

0.3%

県　単 事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

農林水産部 森づくり

平均伸び率

継　　続

結果分類

特　記　事　項事業開始後の見直し状況

△ 12.9%

Ⅱ

22年度区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

事業効果

活動

11,206

保安林面積（ha）

の推移 保安林内森林整備実績（ha）成果

8,253

7,553

11,206

6,144

一　般　財　源

2

5,060

■

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□

－4－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

2 ■ ■ ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 57 年 □

18年度 19年度 20年度 21年度

3,859 1,255 1,261 1,325

3,860 1,247 1,282 1,353

3,860 1,247 1,280 1,353

198 198 198 198

7 7 4 4

4 7 4 8

0 0 0 1

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

山火事などの森林被害に対して、森林保全のための巡視活動や林野火災の予防体制強化、予防意識の啓発等を行い、森林保全の推進を図る。
また、森林の開発行為の規制を行いながら、適正な森林の開発行為を指導し、森林の持つ多面的機能の向上を図る。

１　森林保全管理事業
　　　保安林を含めた民有林を対象にして、林野火災予防、違法行為の発見、指導、盗伐等の防止、林野災害発見等を目的とした森林保全活動を実施する。
２　林野開発許可制度実施事業
　　　開発行為の許可、開発行為の監督処分

[予算額および指標の推移等]

森林保全管理推進事業 含まれる事業数 国　庫 実行予算

補 助 金

〕　　　＝　　　〔

198

1

―

Ⅳ

Ⅰ

林地開発許可件数

千　円

□

□

△ 29.5%

休　　止

整理統合

見　直　し　額

□

そ の 他廃　　止

民有林内の巡視や普及啓発により、不法行為等の発生減少につながっている。
また、多様化する林地開発行為に対して適正な指導監督を行うことで違法行為を未然に防止してい
る。

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］
終期の見直し

□

4

完　　了

□

□

違反行為に対して措置を講じた件数

拡　　充

 〕　／　整備目標

20.5%

0.0%

□

0

森林管理

縮　　減

その他 そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

指標

計 画 の 達 成 状 況

評価に基

づく今後

の 対 応

財源内訳

[事業の評価]

林地開発監督処分件数

区　　　　　　分

無秩序な開発防止と適正な森林保全の指導のため、今後とも民有林内の巡視や森林保全の普及啓発を
実施していく。

国　　　　　庫

その他特定財源

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

昭和29年度

部（庁）

事      業      名

法定受託事務

（単位：千円）

事　業
開　始
年　度

△ 15.2%

△ 15.1%

0.0%

県　単 事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

農林水産部 森づくり

平均伸び率

継　　続

結果分類

特　記　事　項事業開始後の見直し状況

△ 15.1%

Ⅱ

22年度区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

事業効果

活動

1,338

巡視日数

の推移

林地開発許可件数

林野火災件数成果

1,338

1,338

1,338

534

一　般　財　源 804

■

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ □ ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 26 年 □

18年度 19年度 20年度 21年度

15,681 15,509 20,897 20,701

18,656 16,651 14,526 17,295

18,656 16,651 14,303 17,295

18,656 16,651 14,303 17,295

401,784 418,435 432,738 450,033

429,390 438,411 446,786 456,725

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

23,779

区　　　　　　分

活動

見　直　し　額

□

県有林蓄積量（㎥）成果

県有林特別会計への貸付金

一　般　財　源

縮　　減

休　　止

廃　　止

県有林推進事業 含まれる事業数

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

の推移

県有林特別会計への貸付残高

財源内訳

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

11.9%

7.8%

8.0%

平均伸び率

23,779

23,477

□拡　　充

継　　続

□

事業開始後の見直し状況

事　業
開　始
年　度

結果分類

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

森林管理

昭和60年度

目標値、指標の積算根拠等

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

農林水産部 森づくり

その他

一般会計

完　　了□所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

23,779

評価に基

づく今後

の 対 応

■

466,233

4.2%

計 画 の 達 成 状 況

指標

2.1%

事業効果

□ 終期の見直し

そ の 他

千　円

（単位：千円）

特　記　事　項

県有林事業を適正に実施するため、一般会計から県有林特別会計に貸付・繰出す
ものであり、成果については県有林特別会計において記載

□

□

県　単

整理統合

適期の保育施業を実施することで、健全かつ優良な大径材生産に向け、県有林蓄積量が確実に増加し
ている。

県有林の適正な管理運営を図るため、引き続き一般会計からの充当を行う必要がある。

国　　　　　庫

その他特定財源

□

〕　　　＝　　　〔

23,477

473,510

Ⅰ

Ⅱ

 〕　／　整備目標

Ⅱ

23,477

8.0%

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

国　庫

特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

県有林事業の推進

１　普通林の維持管理経費

[予算額および指標の推移等]

22年度

－6－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

2 □ □ ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■

■ 無 　政　　策 〔 〕 ■ ■ 45 年 □

18年度 19年度 20年度 21年度

1,560,214 1,540,372 1,585,649 1,630,592

1,553,013 1,535,904 1,594,701 1,622,522

1,553,013 1,535,904 1,594,701 1,622,521

2,438 2,210 1,603 723

7,900 7,079 8,985 7,300

48,732 49,144 49,467 49,726

48,731 49,143 49,465 49,725

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

農林水産部

事      業      名

平均伸び率

1,635,652

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属 森づくり

一般会計

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

平成90年度

昭和41年度林業公社分収林整備事業 含まれる事業数 国　庫

県　単
事 業
区 分

その他

廃　　止

Ⅳ

特別会計
企業会計

会計区分

事　業
開　始
年　度

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

林業金融

そ の 他

Ⅳ

千　円

整理統合 □

□ 終期の見直し

□

□ 完　　了

縮　　減

継　　続

［活動指標、成果指標に対する評価］

1,027,833

[事業の評価]

平成19年度　　公庫借入金のうち高利なもの（3.5％：12億円）を低利な市中銀行
　　　　　　　　　 資金に借換え、将来利息を軽減
平成20年度　　入札制度の見直し（一般競争入札の導入）
平成21～23年度　　国費10/10による定額助成方式の森林整備事業の活用に
　　　　　　　　　　　　より、新たな公庫資金借入を取り止め

所属の

方　針

法定受託事務

1,634,787

Ⅱ

□ □

Ⅱ

[事業目的]

（社）ふくい農林水産支援センターが実施する分収林整備事業に要する経費に対し、貸付および助成を行うことにより、事業の円滑な実施を支援する。

１　分収林整備事業に要する経費に対する貸付
２　既県費貸付金により発生する利息等に対する助成

［事業内容］

■

（単位：千円）

□ 休　　止

[予算額および指標の推移等]

結果分類

指標

　経営改善に向けた取り組みを指導するとともに、利息負担の軽減等について国への要望を行うな
ど、経営の安定化、健全化に向け実行しているところである。22年度においては、国費10/10による
定額助成の森林整備事業に加えて、きめ細かな交付金による定額助成の路網整備事業（2月補正予
算）を最大限活用することで、21年度に引き続き新たな公庫資金の借入取り止めを行っている。
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□

区　　　　　　分

保育事業量（ha）

保全事業量（m） △ 8.3%

森林資産（百万円）

区　　　　　　分

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

当 初 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

特　記　事　項

指標

の推移 貸付残高（百万円）

活動

0.6%

保育施業：除伐、間伐、枝打ち等

49,999

保全施業：作業路開設、補修

679

〕　　　＝　　　〔

△ 24.5%

成果

事業効果

国　　　　　庫

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況

 〕　／　整備目標

0.6%

拡　　充

その他特定財源

一　般　財　源

見　直　し　額

財源内訳

評価に基

づく今後

の 対 応

606,954

　平成22年9月に法律、経営、森林政策等の専門家による検討委員会を設置して、平成23年11月を目
途に、今後のあり方や方向性について幅広く検討中。

1.3%1,636,722

1.4%
目標値、指標の積算根拠等

22年度

5,034

1.2%

1,641,735

49,999
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

3 ■ ■ ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 35 年 □

18年度 19年度 20年度 21年度

1,148 1,148 1,077 1,062

1,009 1,148 1,077 1,062

985 1,064 1,070 1,062

52 56 53 46

384 378 395 380

46 54 54 38

2 0 0 1

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

1,062

373

区　　　　　　分

活動

見　直　し　額

□

林業労働災害件数成果

巡回指導活動箇所数

一　般　財　源

縮　　減

休　　止

廃　　止

林業労働安全衛生定着促進事業 含まれる事業数

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

の推移

特殊検診受診者数

財源内訳

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

△ 1.9%

1.5%

2.0%

平均伸び率

1,062

1,062

□拡　　充

継　　続

□

事業開始後の見直し状況

事　業
開　始
年　度

結果分類

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

森林組合

昭和51年度

目標値、指標の積算根拠等

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

農林水産部 森づくり

その他

一般会計

完　　了□所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

0.0%

689

評価に基

づく今後

の 対 応

0

■

52

△ 0.2%

要２次検診者数

計 画 の 達 成 状 況

指標

6.2%

事業効果

□ 終期の見直し

そ の 他

千　円

（単位：千円）

特　記　事　項

□

□

県　単

整理統合

全国的に死亡災害発生件数が過去5年間で60件（年平均）発生しているが、県内における死亡災害発
生件数は、パトロールや研修を行うことにより、過去5年間で1.0件（年平均）にとどめることができ
た。

林業労働災害の発生率は他産業と比較すると依然として高水準であり、憂慮すべき状況にあるため、
今後とも継続して労働安全衛生指導を強化していく。

国　　　　　庫

その他特定財源

□

〕　　　＝　　　〔

40

380

Ⅱ

Ⅳ

Ⅲ

 〕　／　整備目標

Ⅰ

1,062

△ 6.0%

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

国　庫

特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

　林業労働災害の発生率は全産業の中でも第一位ときわめて高く憂慮すべき状態である。
このため、林業作業に関する労働安全衛生推進体制整備、安全衛生指導、特殊検診を実施していくことで、林業労働災害の防止を図りたい。

　１　労働安全衛生定着促進事業
　　　　蜂等被害予防と手当ての普及啓発
　２　労働安全衛生定着促進活道事業補助金
　　　　①安全衛生指導員による巡回指導
　　　　②安全衛生指導員に対する研修
　３　振動障害検診費補助金
　　　　第一次検診

[予算額および指標の推移等]

22年度
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

4 ■ □ ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 15 年 □

18年度 19年度 20年度 21年度

52,772 43,111 35,521 27,960

42,133 41,653 34,659 25,421

41,947 40,082 33,559 14,638

21 18 10 13

64 69 82 64

463 440 471 457

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

34,020

3,043

区　　　　　　分

活動

見　直　し　額

■

施業士定着数成果

施業士養成数

一　般　財　源

縮　　減

休　　止

廃　　止

森林整備担い手育成確保総合対策事業 含まれる事業数

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

の推移

財源内訳

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

△ 8.9%

△ 16.5%

△ 13.4%

平均伸び率

34,020

19,927

□拡　　充

継　　続

□

事業開始後の見直し状況

15年度～　林業従事者確保育成基金への運営費助成を廃止
23年度～　ふくいの森林（もり）を支える担い手育成・定着事業（人材育成
　　　　　事業・現場技能者の定着促進事業）を創設

事　業
開　始
年　度

結果分類

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

森林組合

平成8年度

目標値、指標の積算根拠等

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

農林水産部 森づくり

その他

一般会計

完　　了□所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

△ 2.0%

30,977

評価に基

づく今後

の 対 応

424

□

70

林業従事者数

計 画 の 達 成 状 況

指標

3.5%

事業効果

□ 終期の見直し

そ の 他

千　円

（単位：千円）

特　記　事　項

17年度～　新規就業者募集・定着促進事業（委託募集）の休止
22.3.31 　森林施業士資格取得・育成研修事業の廃止

□

□

県　単

整理統合

施業士を毎年１０名新規育成を目標にし、若年の新規就業者の確保育成により、林業労働者の若返り
と確実な定着が図られてきた。主要雇用主である林業事業体等が近年の経営環境の悪化に伴い、新規
雇用が困難な状況ではあるが、今後も事業体の雇用状況を把握しながら施業士と同等の技能を有する
現場技能者の確保・育成を図る。

山村の過疎化・高齢化とともに、林業労働力が減少し、林業生産活動が低迷しているため、引き続き
新規参入の促進・労働者の養成を図っていく。また、今後は国の「『緑の雇用』現場技能者育成対策
事業」および県の「ふくいの森林（もり）を支える担い手育成・定着事業」を活用し、林業事業体等
を含めて更なる林業従事者確保に努めたい。

国　　　　　庫

その他特定財源

□

〕　　　＝　　　〔

6

Ⅲ

Ⅳ

 〕　／　整備目標

Ⅱ

18,064

△ 20.6%

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

国　庫

特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

　林業労働力の確保育成を図るため、森林整備の中核をなす林業事業体の経営基盤強化と林業労働者の雇用環境の改善を柱に林業労働力政策を総合的に推進する。

１　森林整備支援センター推進事業、森林施業士資格取得・育成研修
　　　林業事業体指導、基礎知識・資格・技能の習得研修、職員等の技術向上研修
２　林業従事者確保育成基金事業
　　　県派遣職員への人件費補助
３　林業労働退職金共済費補助
　　　林業退職金共済制度掛け金への支援

[予算額および指標の推移等]

22年度
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ □ ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 39 年 □

18年度 19年度 20年度 21年度

8,400 9,047 9,725 9,598

5,237 5,455 1,524 2,762

5,144 5,253 1,516 2,665

392,449 358,952 99,918 223,534

53.0 48.4 13.5 34.4

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

　林業者、森林組合等の林業生産の高度化を図り、経営合理化を推進するために必要な林業近代化資金の貸付を実施する県森連に対し、利子補給を行う。

　林業近代化資金
　　①保育資金（雪害対策、枝打ち、間伐）
　　②林産物生産資金（林産物生産の運転資金）
　　③林産物施設資金（林産物生産、流通等に必要な施設造成）
　　④森林組合経営安定化緊急促進資金（森林組合の多角化経営のための運転資金）

[予算額および指標の推移等]

林業資金利子補給 含まれる事業数 国　庫 実行予算

補 助 金

〕　　　＝　　　〔

265,753

Ⅰ

千　円

□

□

休　　止

整理統合

見　直　し　額

□

そ の 他廃　　止

貸付実績額は減少しているが、実情に応じた貸付枠の設定により貸付率は微増となっており、林業者
の資金需要に応じた資金制度として、林業者および林業事業体の円滑な事業推進に寄与している。

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］
終期の見直し

□

48.3

完　　了

□

□

拡　　充

 〕　／　整備目標

28.6%

□

貸付率＝貸付実績／貸付枠

昭和47年度

縮　　減

その他 そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

指標

計 画 の 達 成 状 況

評価に基

づく今後

の 対 応

財源内訳

[事業の評価]

区　　　　　　分

林業の生産期間は他の一次産業と比較した場合に超長期を要し、林業者は経営資金の確保に苦慮して
いる。小規模林業者の資金借入手段としても、また森林組合の事業多角化に必要な資金繰りの円滑化
を図るためにも、本資金は有効であり、今後とも資金需要を見極めながら、継続していく。

国　　　　　庫

その他特定財源

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

森林組合部（庁）

事      業      名

法定受託事務

（単位：千円）

事　業
開　始
年　度

△ 3.4%

19.8%

15.5%

県　単 事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

農林水産部 森づくり

平均伸び率

継　　続

結果分類

特　記　事　項事業開始後の見直し状況

6.9%

Ⅰ

22年度区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

事業効果

活動

6,978

貸付実績（千円）

の推移 貸付率（％）成果

4,578

3,216

6,978

一　般　財　源 6,978

（貸付枠の変更）
15年度　1,271百万円→　741百万円
（資金メニューの見直し）
15年度　資金メニューの統合

■

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

2 □ □ ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 40 年 □

18年度 19年度 20年度 21年度

360 360 360 360

360 360 360 360

360 360 360 360

14 14 14 14

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

地域林業の中核的担い手である森林組合等の育成強化を図るため、県による常例検査の実施、生産森林組合の指導を実施するとともに、県森連の系統監査指導活動にかかる支援を行う。

１　県森連育成補助金
　　　県森連の森林組合に対する監査指導強化のための経費の助成を行う。

[予算額および指標の推移等]

森林組合検査指導事業 含まれる事業数 国　庫 実行予算

補 助 金

〕　　　＝　　　〔

12

千　円

□

□

休　　止

整理統合

見　直　し　額

□

そ の 他廃　　止

毎年実施している指導監査等により、健全な森林組合の育成に寄与している。

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］
終期の見直し

□

完　　了

□

□

拡　　充

 〕　／　整備目標

□

昭和46年度

縮　　減

その他 そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

指標

計 画 の 達 成 状 況

評価に基

づく今後

の 対 応

財源内訳

[事業の評価]

区　　　　　　分

森林組合の経営基盤は依然として脆弱であり、組合等の育成強化を図るため、今後とも積極的に県森
連による指導監査等の活動を強化していく。

国　　　　　庫

その他特定財源

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

森林組合部（庁）

事      業      名

法定受託事務

（単位：千円）

事　業
開　始
年　度

0.0%

0.0%

△ 3.6%

県　単 事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

農林水産部 森づくり

平均伸び率

継　　続

結果分類

特　記　事　項

森林組合に対する検査実施により、各組合の適正な運営が図られている。
森林組合の広域合併による組合数（検査対象）の減少

事業開始後の見直し状況

0.0%

Ⅲ

22年度区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

事業効果

活動

360

森林組合指導監査件数

の推移 成果

360

360

360

一　般　財　源 360

■

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

4 □ ■ ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 9 年 □

18年度 19年度 20年度 21年度

2,856 4,163 4,563 3,563

2,856 1,663 1,663 2,563

2,856 1,663 1,663 2,563

24 11 20 21

14 14 14 12

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

森林組合系統組織全体について、組織の合理化、事業運営の効率化を進めるとともに、森林組合等が地域の森林施業、経営を適切に実施できるよう森林管理体制の整備を推進する。

１　森林管理体制等整備事業
　　　①入会林野整備指導事務費　②系統体制検討事業
２　森林組合合併促進事業
３　合併森林組合補助
４　広域組合等育成支援事業
　　　①職員資質向上事業　②森林管理情報整備事業

[予算額および指標の推移等]

森林組合等経営基盤強化対策事業 含まれる事業数 国　庫 実行予算

補 助 金

〕　　　＝　　　〔

12

Ⅳ

千　円

□

□

休　　止

整理統合

見　直　し　額

□

そ の 他廃　　止

合併協議会等で意見の調整を行い、平成２２年度に合併が実施された。他ブロックにおいても協議が
図られ、平成２７年度に向けてさらに合併推進を図っている。（Ｈ２７予定：１１組合→４組合）

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］
終期の見直し

□

11

完　　了

□

□

拡　　充

 〕　／　整備目標

△ 5.7%

□

平成14年度

縮　　減

その他 そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

指標

計 画 の 達 成 状 況

評価に基

づく今後

の 対 応

財源内訳

[事業の評価]

区　　　　　　分

今後とも地域林業の振興と適正な森林管理を図るため、森林組合の経営基盤強化に向けた支援を実施
していく。

国　　　　　庫

その他特定財源

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

森林組合部（庁）

事      業      名

法定受託事務

（単位：千円）

事　業
開　始
年　度

△ 7.3%

△ 18.7%

△ 2.6%

県　単 事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

農林水産部 森づくり

平均伸び率

継　　続

結果分類

特　記　事　項事業開始後の見直し状況

△ 18.7%

Ⅲ

22年度区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

事業効果

活動

1,329

合併協議会等開催数

の推移 合併後森林組合数成果

329

329

1,329

一　般　財　源 1,329

■

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ ■ ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 4 年 □

18年度 19年度 20年度 21年度

20,000 14,600 6,556

20,000 14,600 6,556

20,000 14,191 5,831

2 2 1

1 4 5

77 624 602

1

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

　県民が森に入り、名木や巨木など山の宝にふれあう様々な体験活動を提供し、山の大切さや森林・緑に対する意識を高め、県民全体で元気な森づくりを支えていく。

　　　山の自然を楽しむ休憩所整備事業
　　　県民が数多くの自然の恵みを楽しむための拠点として、休憩所を整備・活用し、利用を広げ、森林しいては林業への関心を高め、間伐実演会等を通じて、森林整備の大切さを知るとともに、
　　　元気な森づくりへの県民運動へつなげていく。
　　　　①駐車場等の整備　　　　　　②遊歩道の設置
　　　　③案内板、ベンチの設置など　④情報提供（県・市町のホームページ掲載など）
　　　　⑤林道ウォークの開催

[予算額および指標の推移等]

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数元気な産業

７　力強いプライドの農林水産業

山の自然を楽しむ休憩所整備事業 含まれる事業数

補 助 金

〕　　　＝　　　〔

1

4

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ226.1%

指標

□

そ の 他廃　　止

200.0%

特　記　事　項

評価に基

づく今後

の 対 応

千　円

□

□

完　　了

□ 縮　　減

 〕　／　整備目標

5,000

7,200

20年度　　林道ウォーク4回開催のうち1カ所において、並行してマラソン大会も同時
開催

[事業の評価]

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

■

3

継　　続

終期の見直し

□

間伐実演会等開催数

□

区　　　　　　分

国　　　　　庫

その他特定財源

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

一　般　財　源

事業開始後の見直し状況

林道

平成19年度

平成23年度

22年度

12,200

12,200

農林水産部 森づくり部（庁）

そ の 他

△ 16.7%

その他

実行予算

（単位：千円）

国　庫

県　単

6.0%

事 業
区 分

事　業
開　始
年　度

Ⅳ

430

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

101.7%

12,009

1.3%

1.3%

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

事業効果

活動 休憩所整備箇所数

の推移

林道ウォーク開催数

林道ウォーク参加人数成果

平均伸び率

山の休憩所を整備し、林道ウォークによる活用を図ったところ、多くの参加申込があり、県民の森林
への関心を高めることができ、元気な森づくりへの県民運動につながった。
22年度においては、越前西部2号線において、ウォーク大会と並行してマラソン大会も同時開催し
た。

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

12,200

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□

休　　止

整理統合

拡　　充

見　直　し　額

□

△ 12,200

平成22年度で休憩所の整備を終了し、今後は休憩所を積極的に活用していくことにより、元気な森づ
くりへの県民運動をさらに加速させるよう努めていく。
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ ■ ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 4 年 □

18年度 19年度 20年度 21年度

60,000 60,000 60,000

60,000 60,000 60,000

60,000 60,000 60,000

150 150 150

20 40 60

0 0 0

0 0 0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

60,000

活動

過密林を要因とする山地災害の被害額

計 画 の 達 成 状 況

平成22年度予算額

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

事業効果

0

今後も継続して公的間伐により整備が期待できない集落周辺の安全・安心が図られるよう努めたい。

その他特定財源

■

見　直　し　額

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

財源内訳

60,000

集落周辺の森林整備率（%）

過密林を要因とする山地災害の発生件数成果

59,920

150

指標

区　　　　　　分

□

0.0%指標

一　般　財　源

そ の 他

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 縮　　減

休　　止

□

特　記　事　項

継　　続 □

□整理統合 廃　　止

目標値、指標の積算根拠等

0.0%

0.0%

0.0%

△ 0.0%

61.1%

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

農林水産部 森づくり

その他

平成19年度

一般会計

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

 〕　／　整備目標

60,000

事業開始後の見直し状況

終期の見直し

の推移 0

地域防災のため、集落周辺の整備が期待できない山ぎわの森林について間伐が実施されたことで、周
辺住民の安全・安心が図られた。

□

完　　了□

□拡　　充

国　　　　　庫

千　円

平成23年度

そ の 他

0.0%

80

Ⅱ

22年度 平均伸び率

〕　　　＝　　　〔

（単位：千円）

経過年数
事　業
開　始
年　度

補 助 金

[事業目的]

　地域防災上特に重要な集落周辺の山ぎわにおける森林について、公的に間伐を実施することで山地災害の発生を防止し、県民の安全・安心を確保する。

　　山地災害防止のための公的間伐事業
　　　過密林を解消するため、年間１５０ｈａの間伐等の森林整備を、１９年度から２３年度の５年間で実施する。

[予算額および指標の推移等]

Ⅱ公的間伐面積（ha）

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移
結果分類

60,000

特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

事      業      名

部（庁）

事務区分
事業終了
予定年度

元気な産業

治山

含まれる事業数

７　力強いプライドの農林水産業

国　庫山地災害防止のための公的間伐事業 実行予算

法定受託事務

県　単
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実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

自
治
事
務

法
定
受
託
事
務

 国庫
その他
特定
財源

 一般 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

林業・木材産業改善資金貸付金 ○ 昭和51年度 35 1 ○ 76,546 0 76,546 0 ○ ○ ○ ○ ○ 0

運営費 ○ 昭和51年度 35 1 ○ 505 0 505 0 ○ ○ ○ ○ 0

林業就業促進資金貸付金 ○ 平成9年度 14 1 ○ 7,990 0 7,990 0 ○ ○ ○ 0

3 1 0 2 3 3 0 85,041 0 85,041 0 0 0 1 2 0 0 2 0 0 1 0 2 0 1 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0

 財源内訳

事            業           名
事業
開始
年度

経過
年数

事業区分 事務区分

平成21年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）森づくり課

会計区分

課・室名

同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

福井新元気宣言
における位置付け

林業改善資金貸付金特別会計

成果指標1結果分類活動指標1結果分類 活動指標2結果分類 成果指標2結果分類  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

平成
22年度
予算額



別紙１

□
■ （ 林業改善資金 ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ □ ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 ■ ■ 35 年 □

 １8年度  １9年度  20年度  21年度

60,000 60,000 60,000 60,000

80,428 81,509 49,092 68,528

22,193 55,300 2,500 2,500

22,193 55,300 2,500 2,500

102,643 131,536 111,492 92,275

4 4 1 1

0 0 0 0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

活動

見　直　し　額

□

導入施設実績成果

貸付実績（千円）

一　般　財　源

□

林業・木材産業改善資金貸付金 含まれる事業数

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

の推移

貸付残高（千円）

76,546

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

6.9％

4.1％

△ 11.6％

76,546

休　　止

廃　　止

森林組合

目標値、指標の積算根拠等
78,997

平均伸び率

実行予算

補 助 金

そ の 他

昭和51年度

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

　平成

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

農林水産部 森づくり

その他

一般会計

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

0.0％

76,546

事業効果

評価に基

づく今後

の 対 応

Ｈ15～貸付対象に木材産業分野を追加
　　　　貸付方式に民間金融機関からの転貸方式も追加
　　　　資金メニューを廃止し、幅広い取組みに対する貸付を実施

□拡　　充

0

△ 4.6％

事業開始後の見直し状況

縮　　減 終期の見直し

貸倒実績

計 画 の 達 成 状 況

指標

△ 43.8％

□

0

■ 完　　了□継　　続

法定受託事務

事務区分

そ の 他

千　円

林業従事者等の経営改善、労働災害の防止、林業従事者の確保を図るための施設導入に必要な資金の
供給を実施することで、事業者の自主努力を助長し、事業目的の達成につながっている。

林業従事者等が林業経営・木材産業経営の改善、林業労働に係る労働災害の防止、林業労働に従事す
る者の確保を図るため、必要な制度であり、今後とも継続していく。

国　　　　　庫

その他特定財源財源内訳

 〕　／　整備目標

Ⅳ

□

県　単

整理統合 □

□

（単位：千円）

特　記　事　項

0

△ 11.6％

〕　　　＝　　　〔

0

79,357

Ⅱ

Ⅳ

Ⅲ

国　庫

事業終了
予定年度

経過年数

指標

[事業目的]

　林業従事者および木材産業事業者に対し、林業・木材産業改善資金を貸付けることによって、林業経営・木材産業の改善、林業労働力に係る労働災害の防止、林業従事者の確保を図ることを目的とする。

　林業・木材産業改善資金の貸付を行う
　１　貸付対象　　森林所有者、林業労働従事者、森林組合、森林組合連合会等
　　　　　　　　　木材製造業者、木材卸売業者、木材市場業者等
　２　資金使途　　①新たな林業部門、木材産業部門の経営の開始
　　　　　　　　　②林産物の新たな生産方式、販売方式の導入
　　　　　　　　　③林業労働に係る安全衛生施設の導入、林業労働力に従事する者の福利厚生施設の導入
　３　貸付条件　　無利子　１０年以内償還（据置３年以内）

[予算額および指標の推移等]

22年度

事　業
開　始
年　度

部（庁）

結果分類

区　　　　　　分

特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

事      業      名

－1－



別紙１

□
■ （ 林業改善資金 ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ ■ ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 35 年 □

 １8年度  １9年度  20年度  21年度

606 1,216 1,221 865

1,396 1,467 206 212

478 1,053 205 210

16,300 23,118 21,063 21,717

16,300 23,118 21,063 21,717

100% 100% 100% 100%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

［事業内容］

指標

[事業目的]

　林業・木材産業改善資金貸付金の取扱事務費

　１　県森連　　　　　資金貸付にかかる債権についての保全および回収に関する事務の委託
　２　民間金融機関　　県から資金の供給を受けて転貸を行う場合の取扱手数料支払い

[予算額および指標の推移等]

△ 1.1％

7.6％

△ 13.8％
結果分類

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

〕　　　＝　　　〔

12,918

12,918 Ⅲ

Ⅱ

見　直　し　額

□

そ の 他廃　　止 □

休　　止

整理統合

完　　了

区　　　　　　分

今後とも、林業・木材産業改善資金貸付金の円滑な貸付および償還のため、本事業を実施する。

国　　　　　庫

その他特定財源

林業・木材産業改善資金貸付金の円滑な貸付および償還手続きが図られている。

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

505

一　般　財　源

□

拡　　充

 〕　／　整備目標

■

千　円

□

□

昭和51年度

縮　　減

その他 そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

終期の見直し

事　業
開　始
年　度

□

指標

計 画 の 達 成 状 況

△ 1.1％

県　単

0.0％100%

森林組合

（単位：千円）

部（庁）

実行予算

補 助 金

国　庫

農林水産部

運営費 含まれる事業数

Ⅲ

森づくり

平均伸び率

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

　平成

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

505

貸付金償還予定額

102 △ 2.3％

260

貸付金償還実績

回収率成果

事業効果

活動

22年度

継　　続所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

の推移

特　記　事　項事業開始後の見直し状況

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□

505

評価に基

づく今後

の 対 応

財源内訳

[事業の評価]

□

－2－



別紙１

□
■ （ 林業改善資金 ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 ■ □ ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 14 年 □

 １8年度  １9年度  20年度  21年度

7,169 6,719 6,513 4,765

3,249 3,119 2,395 4,765

3,249 3,119 513 0

5,400 3,000 0 4,860

6 5 0 0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

区　　　　　　分

活動

見　直　し　額

□

資金借入新規就業者成果

貸付実績

一　般　財　源

拡　　充

林業就業促進資金貸付金 含まれる事業数

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

の推移

7,990

決 算 額 の 推 移

7,990

7,990

縮　　減

休　　止

廃　　止

7.9％

34.9％

△ 62.5％

平成9年度

0

事業終了
予定年度

経過年数

平均伸び率

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

　平成

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

農林水産部 森づくり

その他

一般会計

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

7,990

評価に基

づく今後

の 対 応

継　　続

□

計 画 の 達 成 状 況

指標

△ 25.4％

事業効果 指標

■ 完　　了□

終期の見直し

事業開始後の見直し状況

□

そ の 他

千　円

受入事業体が減少しているものの、活用している事業体では本資金により、就業準備や就業に必要な
技術の習得を実施され、就業定着が確実に図られている。

林業生産活動の停滞、林業労働力の減少、高齢化が続く中、将来の森林整備に必要な労働力を十分に
確保していくため、今後とも当該資金貸付によって新規就業者の円滑な就業を図っていく。また、資
金需要見込額を把握し、適切な資金規模により当制度を運用していく。

国　　　　　庫

その他特定財源財源内訳

□

□

県　単

整理統合 □

□

（単位：千円）

特　記　事　項

法定受託事務

事務区分

〕　　　＝　　　〔

0 Ⅳ

 〕　／　整備目標

Ⅳ

[事業目的]

新規林業就業者および新規林業就業者の雇用事業者を対象として、就業研修資金、就業準備資金の貸付を行うことによって、林業への円滑な就業を促進する。

資金の貸付を行う森林整備支援センターに対して、造成資金を無利子で供給する。

[予算額および指標の推移等]

22年度

0

［事業内容］

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

△ 26.1％

結果分類目標値、指標の積算根拠等

特別会計
企業会計

会計区分

実行予算

補 助 金

そ の 他

森林組合

事      業      名 国　庫
事　業
開　始
年　度

部（庁）

－3－



別紙２

実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

自
治
事
務

法
定
受
託
事
務

 国庫
その他
特定
財源

 一般 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

県有林維持管理費 ７　力強いプライドの農林水産業 ○ 明治38年度 106 1 ○ 95,143 13,983 81,160 0 ○ ○ ○ 0

1 1 0 0 1 1 0 95,143 13,983 81,160 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0

事            業           名
事業
開始
年度

経過
年数

事業区分 事務区分 成果指標2結果分類  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

福井新元気宣言
における位置付け

活動指標1結果分類 活動指標2結果分類

平成
20年度
予算額

 財源内訳同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

県有林事業特別会計

平成22年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）森づくり課

会計区分

課・室名

成果指標1結果分類



別紙１

□
■ （ 県有林事業 ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 ■ ■ ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 106 年 □

 １8年度  １9年度  20年度  21年度

42,443 41,937 112,390 82,959

39,303 88,229 96,257 105,120

39,303 77,029 96,257 105,210

57 41 45 34

429,390 438,411 446,786 456,725

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

95,143

13,983

区　　　　　　分

活動

見　直　し　額

□

県有林蓄積量（m3）成果

県有林保育面積（ha）

一　般　財　源

縮　　減

休　　止

廃　　止

県有林維持管理費 含まれる事業数

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

の推移

財源内訳

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

38.8％

25.1％

16.6％

平均伸び率

95,143

60,725

□拡　　充

継　　続

□

事業開始後の見直し状況

事　業
開　始
年　度

結果分類

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

明治38年度

森林管理

目標値、指標の積算根拠等

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

農林水産部 森づくり

その他

一般会計

完　　了□所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

81,160

評価に基

づく今後

の 対 応

■

466,233

計 画 の 達 成 状 況

指標

2.1％

事業効果

□ 終期の見直し

そ の 他

千　円

（単位：千円）

特　記　事　項

□

□

県　単

整理統合

適期の保育施業を実施することで、健全かつ優良な大径材生産に向け、県有林蓄積量が確実に増加し
ている。

地域の模範的な森林として、長伐期施業体系に移行しつつ、経営改善に努める。

国　　　　　庫

その他特定財源

□

〕　　　＝　　　〔

24 Ⅳ

 〕　／　整備目標

Ⅱ

37,827

△ 18.0％

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数元気な産業

７　力強いプライドの農林水産業

国　庫

特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

 県有林における基本財産の造成を図りつつ、地域社会において、県民の森林に対する意識の高揚と併せて、模範的施業の実践を図る。
また、県民が森に入り、名木や巨木など山の宝にふれあう様々な体験活動を提供し、山の大切さや森林･緑に対する意識を高め、県民全体で元気な森づくりを支えていく。

１　保育事業　林木の成長促進、保護および材質の向上を図るための保育施業を実施する。
２　保全事業　植樹祭地の管理、県有林内の作業道等の修理を行う。
３　管理　　　県有林の適正な管理を実施するため、監視人の設置、林道管理負担金の支払い、台帳の整理等を行う。

[予算額および指標の推移等]

22年度

県有地県有林 県行分収林 計

箇所数 ７ ５８ ６４ （１箇所重複）

面積（ha） ４５４ １，９９２ ２，４４６

－1－
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